
小松市いのちを守る防災・減災推進条例施行規則 

 

 （趣旨） 

第 1条 この規則は，小松市いのちを守る防災・減災推進条例（令和２年小松

市条例第31号。以下「条例」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるも

のとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は，条例で使用する用語の意義の例に

よる。 

 （市民等の備え） 

第３条 災害に備えるため，市民，事業者及び市が取り組むべき事項は，次の

表のとおりとする。 

市民が取り組 

むべき事項 

⑴ 災害情報の入手手段の確保 

⑵ 家族間における災害時の避難経路，方法，タイミン

グ，場所及び外出先からの帰宅方法並びに家族間の連

絡方法等の確認及びそれらに係る情報の共有 

⑶ 災害時における危険箇所の確認 

⑷ ３日分以上の食料及び飲料等の備蓄 

⑸ 災害時における人命を最優先し，かつ，近隣住民と連

携して行う人命救助の協力体制の構築 

⑹ 住宅の耐震化やかさ上げ等による各種災害に対する

備え 

⑺ 日常使用する家具，器物等の転倒，落下，移動又は破

損若しくはガラス等の飛散等を防止するための措置 

⑻ 感染症のまん延を防ぐための行動 

⑼ 防災・減災に関する学習又は訓練の積極的，かつ，継

続的な実施 

⑽ 過去の災害に関する教訓や言い伝えの後世への継承 



⑾ その他災害に遭遇することを想定した必要な備え 

事業者が取り 

組むべき事項 

⑴ 災害情報の入手手段の確保 

⑵ 事業所内における災害時の避難経路，方法，タイミン

グ及び場所の確認及びそれらに係る情報の共有 

⑶ 従業員の帰宅困難者への対策 

⑷ １日分の食料及び飲料等の備蓄 

⑸ 災害時における救助及び救出活動に対する資材及び

人材の確保 

⑹ 所有又は管理する建築物その他の工作物の耐震性及

び耐火性の確保並びにかさ上げ等による各種災害に

対する備え 

⑺ 事業活動で使用する物品，資機材等の転倒，落下，移

動又は破損若しくはガラス等の飛散等を防止するため

の措置 

⑻ 感染症のまん延防止及び発生防止対策並びに集団感

染（以下、「クラスター」という。）発生防止対策 

⑼ 防災・減災に関する学習又は訓練の積極的，かつ，継

続的な実施 

⑽ 地域で行う防災・減災訓練への積極的な参加及び協

力 

⑾ その他災害発生を想定した必要な備え 

市が取り組む 

べき事項 

⑴ 災害情報の収集及び伝達体制の整備及び充実 

⑵ 直接備蓄又は協力協定備蓄による備蓄体制の充実及

び強化 

⑶ 災害時における救助及び救出活動に対する資材及び

人材の確保 

⑷ 災害時における外部からの人的応援の受け入れを迅



速，かつ，的確に行うための受援体制の整備 

⑸ 所有又は管理する建築物その他の工作物の耐震性及

び耐火性の確保並びにかさ上げ等による各種災害に

対する備え 

⑹ 感染症のまん延防止及び発生防止対策並びにクラス

ター発生防止対策 

⑺ 災害時における病院等と連携した災害時における初

期医療体制の強化及び充実 

⑻ 市民，事業者及び国等の協力を得て行う災害に強い

まちづくりに関する計画の策定及び事業の推進 

⑼ 防災・減災に関する学習及び訓練を行う機会の提供 

⑽ 防災リーダー及び防災ボランティアとなる人材の育

成 

⑾ 職員の防災・減災に関する知識及び技術の習得 

⑿ 特殊災害に対応できる専門性を有する職員の育成及

び体制の整備 

⒀ その他複合災害等に必要な備え 

 （避難所の運営等） 

第４条 市，自主防災組織，避難所運営協議会，消防団，事業者，ボランティ

ア等及び市民が避難所の運営等に関し取り組むべき事項は，次の表のとおり

とする。 

市が取り組む 

べき事項 

⑵  市民その他の避難者の健康と生命の維持を最優先

とした支援の実施 

⑵ 避難所への防災資機材及び備蓄物資の配備及び要配

慮者等の避難者に配慮した機能の充実 

⑶ 避難所における感染症のまん延防止のための必要な

措置 



⑷ 避難所の明示と避難経路の掲示 

⑸ 避難経路の安全確保 

⑹ 次項の規定による取組みに対する積極的な支援及び

協力 

自主防災組織，

避難所運営協

議会，消防団，

事業者及びボ

ランティア等

が取り組むべ

き事項 

⑴ 災害時の応急対応における相互連携 

⑵ 前号の連携を実現するための平素からの交流 

⑶ 災害時における避難所の運営への協力 

 

市民が取り組

むべき事項 

⑴ 避難所の場所及び避難所までの避難経路の事前確認 

⑵ 避難所の運営への協力 

 （災害応急対策） 

第５条 災害応急対策として市民及び事業者が取り組むべき事項は，次のとお

りとする。 

 ⑴ 災害に係る正しい情報の収集，共有及び発信 

 ⑵ 適切な避難のタイミングの判断 

 ⑶ 出火の防止及び初期消火活動 

 ⑷ 負傷者の救出，救護及び搬送 

 ⑸ 近隣住民の避難誘導 

 ⑹ 市と連携した避難者主体の避難所の運営 

 ⑺ 市と連携した炊き出し等の給食及び給水の活動 

 ⑻ その他必要な災害応急対策 

 （復旧及び復興の対策） 

第６条 市，道路管理者（道路法（昭和 27 年法律第 180号）第 18条第１項に

規定する道路管理者をいう。），事業者及び市民が復旧及び復興の対策として

取り組むべき事項は，次の表のとおりとする。 



市，道路管理者及び電気，ガス，輸

送，通信その他の公益的事業を営む

事業者 

小松市地域防災計画に定めるところ

による相互連携に基づく災害復旧 

事業者 その所有し，又は管理する施設及び設

備の早期の復旧並びに事業の早期の

再開 

市，市民及び事業者 相互に協力し、災害からの速やかな復

興 

 （他の地方公共団体への支援等） 

第５条 条例第８条の規則で定める支援は，次の表の左欄の区分に応じ同表の

右欄のとおりとする。 

他の地方公共団体において大規模

な災害が発生した場合の支援 

被災した地方公共団体に必要な支援

（被害の軽減対策及び迅速な応急復

旧措置が必要と認めるときに限る。） 

災害時の協力に関する迅速かつ円

滑な要請 

防災に係る協定を締結する等，必要な

広域連携体制の構築 

甚大な被害を受けた被災地及び被

災者に関する支援に関する事項 

市民及び事業者の協力を得て，国，県

及び防災関係機関と共に行う必要な

支援 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は，条例の施行の日（令和２年12月１日）から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則を施行するために必要な準備行為は，この規則の施行の日前にお

いても行うことができる。 

 


